
泉区、緑園地区の第 4期 地域福祉保健計画（2021～2025 年）がスタート 

（横浜市は 2019～2023 年、2年先行し実施中） 

 

緑園 6 丁目 副会長 江尻哲二 

計画の目的 

・地域住民、住民組織、関係団体、社協、行政等が協力し、誰もが安心して、自分らしく、

健やかに暮らすことが出来る地域社会の実現 

・個人･世帯が抱える困りごと（生活課題）、地域の状況（地域課題）を協力し解決（地域福

祉）するとともに、予防的視点での心身の健康保持･増進（地域保健） 
 

 
 

推進の取組み 

  泉区 緑園地区 

基本理念 
 互いに支え助け合う！誰もが  繋がりの輪を拡げ、支え合い 

 安心して暮らせるまち泉  ･助け合うまち緑園 

推進の柱 1  健やかに過ごせるまち  安全で健やかに過ごせるまち 

推進の柱 2  必要な支援が届くまち  地域・近隣で人･活動の繋がるまち 

推進の柱 3  人と人、活動と活動が繋がるまち  地域活動への参加がすすむまち 

 

第 4 期 緑園地区社会福祉保健計画の課題と施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



取組み推進のポイント 

地域住民、自治会、地域の機関･団体、施設等が協力し計画施策する。計画の推進は「住民主体」と地域

住民、自治会、各種住民組織、様々な機関･団体、施設等の「協働」がポイント。自助･共助･公助を組む

合せ、関連付け総合的に協働で取組む。 

 

課題 

人口減少、少子・高齢化、要介護認定者・認知症高齢者・在宅要支援高齢者・単身世帯の増、家族形

態変容、支援者（人口減、高齢化）減、自治会加入率減、住民同士の繋がりの希薄化 ⇒ 担い手不

足、地域力減 ⇒問題の潜在化、8050 問題、生活困窮、子ども貧困、他世代に亘る課題増加⇒ 地域

共生社会の実現 

 

第 4 期計画取組みの変容 

① 防犯・防災に関する取組の編入 

② 高齢者の生活を地域全体で支援する体制作りを目的とした「地域包括ケア」の取組と連携 

※今年 5月の災害対策基本法改正による避難行動要支援者の個別避難計画が市町村の作成義務化に、

福祉避難所に関わる変更、は計画策定のタイミングが合わず、今回の計画に入っていない。 

※読売新聞 8/25 朝刊の高齢者避難 防災と福祉連携、個別計画 自治体に作成努力義務 読売新聞解説 

 

計画の経緯 

2000 年 「社会福祉法」改正で、市町村に地域福祉推進を義務化 

  第 1 期 横浜市地域福祉計画（2004～2008 年） 

2009 年～ 福祉と保健の取組みを一体化に 第 2期横浜市地域福祉保健計画（2009～2013 年） 

2014 年～ 社協の地域福祉活動計画と一体化に 

 

 

参考 

第 4 期 緑園地区社会福祉保健計画 

https://qr.paps.jp/SfaGL（短縮 URL） 

第 4 期 泉区社会福祉保健計画 

https://qr.paps.jp/7Fe5 (短縮 URL) 

 

第 4 期 横浜市地域福祉保健計画 

https://qr.paps.jp/x8dze (短縮 URL) 

 

 

 


